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要旨

　現代の家族は子育てが困難になってきているといわれ、様々な分野において養育期にある家族に関す

る研究がされている。 しか し、わが国においては、家族をひとつのユニッ トまたはシステムととらえて

家族機能について調査 したものは少 ないのが現状である。そこで、本研究では、独 自に開発 した尺度 を

用いて、養育期にある家族の家族機能を評価 し、その特徴 を明 らかにすることを目的とした。A町 に住

む6歳 以下の子 どもをもつ536名 の父母を対象に 『家族機能』、『自己効力感』、『QOL』 について測定 し

た結果、いずれ も高値であ り、家族機能においては 「絆」 という情緒的機能が重要であることが明らか

となった。 しか し、父母問の比較 においては、『自己効力感』、『家族機能』 ともに母親が低 く、母親への

負担が大 きいことが推測 された。『QOL』 として父母 ともに 「友人関係」が重要であ り、養育期 の家族

に対するサポー トとして、身近な地域 において友人を作 る場の確保 など養育期にある家族の家族機能の

特徴をふ まえて地域保健活動や家族看護実践 を行 っていく必要性が示唆 された。

Abstract 

The purpose of this study was to evaluate a structure of family functions in childbearing families living 

in a rural Japanese town. It is becoming increasingly difficult for anyone to fulfill the multitude of 

responsibilities, such as parenting, providing material goods , and keeping the family spirit together, for 

maintaining a family in good shape. It is especially true among families with small children . Therefore, 
health care professionals must be prepared for accommodating special needs for childbearing families 

that require a medical care. A questionnaire was administered to parents whose children were in a day 

care center in a northern Japanese town . An Ex post facto survey design was used . A new inventory 
was developed for evaluating family functions based on the results from our previous studies . Other 
scales related to family functions, such as self-efficacy and quality of life (QOL) scale were also included 

in the questionnaire. Structural equation modeling was utilized for developing a model explaining the 

relationship among different types of family functions. There were valid responses from 305 family 

 units (father=237, mother=299). The reliability of the scales were sufficiently high( a =.83 93). The 
item means for family functions, self-efficacy , and QOL were high. Father's scores for self-efficacy and 
family functions were significantly higher than the ones among mothers . It was suggested that the 
friendship subscale in family functions was more important than the other subscales . The findings of
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this study indicated that the childbearing families require more needs and support. 

 (J.Aomori Univ.Health Welf.  6 (3): 379 — 390 , 2005)
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1.は じめに

　近年の少子 ・高齢化、家族形態の多様化など子 どもをと

りまく社会環境の変化 に伴い、現代の家族は子育てが困

難 になってきてい るといわれ、社会学 をはじめとして

様 々な分野で養育期にある家族 に関す る研究がなされて

きている。しか し、わが国における家族に関する研究は、

家族を個人に影響を与 える背景 （context)あ るいは環境

の1つ としてみて きた経緯があ り、家族 をひ とつのユ

ニッ トとして、あるいは家族その ものをシステム として

とらえている研究は少ないのが現状である。看護におい

ては、1990年 代に入 って家族看護学の考え方に関心が も

たれ発展 して きているが、家族機能全体をとらえた研究

は少ない。そこで、A町 の乳幼児 を養育 している家族 を

対象に、自己効力感やQOL、 家族機能などの特徴につい

て明らかにしたので、報告する。

1,文 献検討

　家族のライフサイクルの中で、養育期にある家族は、

子 どもが家族 というシステムに新 しく参入することへ対

処するために、家族システムを調整すること、子育てに

よる親役割の獲i得、家事や仕事の役割調整、拡大家族 と

の関係の再編成等、達成すべ き発達課題 も多 く、家族機

能のバランスを保つことが難 しいために危機的な状況に

陥 りやすいといわれているD。 現代の家族の特徴である

小家族化が、家族の危機対処能力の低下をまね くことも

指摘 されている2)。このような社会背景および養育期に

おける家族の特徴から、養育期において家族が健康な生

活を してい くためには家族への看護介入 の必要性があ

る。

　家族機能とは、家族 を生命体 とみな したときの家族生

活を維持するために担う多様な諸活動のことであ り、個

人や家族、社会が相互に関連 しあって機能している時に、

その家族は健全であるとみなされる。 アメリカの著名な

社会学者Ogburn　 3)やBurgess　 4)は 、家族機能として経

済機能、保護機能、教育機能、宗教的機能、生殖 ・養育

機能、愛情機能の6つ をあげ、近代社会 においては最初

の4つ の機能は社会的な専門制度や機関に吸収 されるた

めに、生殖 ・養育機能および愛情機能の2つ のみが家族

機能として残 ることになると述べている。そして、わが

国においても同様の変化がみられることを、家族社会学

者 らも指摘 している5)6)。

家族機能を測定す る尺度は多種類あ り、研究者によって

焦点をあてる側面は様々である。これらの尺度は、家族

の問題つまり家族 における機能不全 を明 らかにし、看護

介入を導 くものである。わが国で開発 された尺度は種々

あるが、より一般的に用いられている尺度をい くつか挙

げると、家族社会 学におけ るFamily　 Adaptability　and

Cohesion　Evaluation　Scale　Ⅳ　7)や 、看 護 学 に お け る

Feetham家 族機能調査(FFFS)日 本語版Ⅰ8)の ように、

主に米国で開発 され、わが国に適用で きるように翻訳 し

てその信頼性 ・妥当性が検討されて用い られている。

　 また、研究者により家族機能の捉え方 も様々であるが、

現代の家族においては、家族の発達段階 を考慮 して家族

機能の特徴を明らかにすることが、看護介入の方向性を

定める一助 となる。 とりわけ家族への介入においては、

家族機能をアセスメントすることか ら家族の問題やニー

ズが明確化 され、看護介入の目標が定まってい くと考え

る。

　 家族に介入 してい く家族看護学は、看護学、家族療法、

家族社会科学か ら生み出された理論や手法を共通部分 と

して基礎 にもつ。その中の1つ である家族システム理

論9)で は、一般システム理論に基づいて家族を1つ の開

放システムと考え、子どもという新 しいメンバーが家族

というシステムに参入し、システムを再構築する大切な

時期 として養育期をとりあげている。

　養育期における家族への看護介入には、臨床実践に活

用できる研究が必要であるが、武田ら10)の研究によって

も、臨床場面でのアセスメン ト測定用具が少 なく不十分

であることが指摘 されている。

　看護 における養育期の家族に関する研究 としては、慢

性疾患の子 どもをもった家族の家族機能に焦点をあてる

必要性や、家族機能 としての適応力 ・凝集力の低 さが指

摘 されてお り11)12)、宮崎13)や佐鹿 ら14)は、子 どもが健康

障害をもつことが家族の負担やス トレスを増加 させるこ

とを述べている。浅野15)は、母子領域 における家族看護

に関する文献は、健康に問題のある家族に関する研究が

7～8割 で、家族役割や母親の心理 ・かかわりに関する

ものが多 く、家族 アセスメン トッールなどの開発 につい

ては最近取 り組 まれはじめているところであることを指

摘 している。

　 このような状況か ら、養育期にある家族機能の特徴 を

明 らかにすることは、家族看護で重要な時期 とされる養
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育期における家族への看護介入を行 う上での基礎資料 と

なりうる。さらに、今後は病児を持つ養育期の家族の家

族機能評価 を行い、そこで本研究対象の健康児の家族機

能と比較することで、病児 を持つ家族の家族機能の特徴

を明確にとらえることができる。病児の家族機能の特徴

を踏まえることで具体的な病児家族への看護介入の検討

および実践に結びつ くことが期待される。

Ⅲ.研 究目的

A町 の養育期 にある家族機能を評価 してその特徴 を明

らかにし、養育期にある家族看護に関す る示唆を得るこ

とを目的とした。

Ⅳ.研究方法

　 1.研 究対象

　　 A町 の6歳 以下(就 学前)の 子どもを持つ養育期 に

　ある家族(父 親 母親)全 数である660家 族 を対象 とし

　た。なお、A町 は東北地方に位置する人口約2万 人、

　農業が産業の中心となっている地域である。

2.研 究方法

1)質 問用紙

　　質問紙 はA4版8枚 であ り、研究対象者の基本特

性 と3つ の尺度か ら構成 されていた。基本特性 とし

ては、年齢や性別、職業、最終学歴、家族構成、居

住地域や居住年数を回答できるように作成 した。尺

度は、『自己効力感』、『日常生活の質(以 下QOLと

する)』、『家族機能』の3つ について測定できるよう

に構成 され、それぞれに下位尺度をもっている。『自

　己効力感』は 「能力の社会的位置づけ」「行動の積極

性」「失敗 に対する不安」、『家族機能』 は 「絆」「コ

　ミュニケーシ ョン」「規範」「役割分担」、『QOL』 は

　 「家族関係」「余暇時間」「友人関係」「幸福感」「健

康」「居住環境」「収入」「仕事環境」で構成されてい

　る。質問項 目は、『自己効力感』が16項 目、 『家族機

能』が25項 目、 『QOL』 が28項 目である。各項 目そ

れぞれに対 して 「1:そ う思わない」「2:あ まりそ

　う思わない」「3:や やそう思う」「4:そ う思 う」

　の1～4の リカー ト尺度で回答で きるように尺度を

作成 した。

2)デ ータ収集方法

　　平成16年3月20日 ～3月31日 の期間に対象者に質

　問紙 を配布 して収集 した。保育園に通園する子 ども

　をもつ家族は、質問紙 を手渡 して自宅で回答 して持

参する留置法を、その他の家族に対 しては、 自宅に

郵送 して返送 してもらう郵送法を用いた。

3)デ ータの分析

基 本 統 計 の 分 析 に は、統 計 解 析 ソ フ トSPSS

version　11を使用 し、記述統計、ノンパラメ トリック

検定、信頼係数Cronbachα を算出した。

4)倫 理的配慮

　　本研究は、A町 役場保健福祉課 とB大 学 との共同

研究であることを明示 し、家族の研究協力を得てか

　ら行 った。研究依頼文に、無記名で参加は自由であ

　り、データは統計的に処理 されること、途中で研究

を断ることも自由であること、研究で知 りえた情報

に関 しては秘密を厳守することなどを明記 し、研究

対象者の人権 を擁護 した。データは回収月 日ごとに

番号 をつけ、鍵のある場所に保管 してプライバ シー

を確保 した。

Ⅴ.結 果

　 研 究 協 力 の 得 られ た305家 族536名(父 親237名 、母 親299

名)か ら回 答 を得 、 回 収 率 は46.2%で あ っ た 。 無 回答 項

目の あ る ケ ー ス も含 め て 回答 を得 られ た 全 対 象 を分 析 対

象 と した。

　 1.回 答 者 の 基 本 特 性 につ い て(表1)

　 　 回 答 者 の基 本 特 性 を表1に 示 した 。 父 親 の年 齢 は平

　 均35.9歳(SD=±5.71)、 母 親 の 年 齢 は 平 均33.3歳

　 (SD=±5.12)で あ り、 父 母 と もほ ぼ 正 規 分 布 を成 し

　 て い た。 父 親 の 職 業 は 、 会 社 員121名(51.1%)、 専 門

　 職 や 公 務 員 等46名(19.4%)、 自営 業48名(20.2%)、

　 そ の 他(ア ルバ イ ト、無 職 、無 回答 な ど)22名(9.3%)

　 で あ っ た 。 母 親 の職 業 は、会 社 員62名(20.7%)、 専 門

　 職 や 公 務 員 等21名(7.0%)、 パ ー ト タ イ ム92名

　 (30.8%)、 自営 業(家 族 従 業 者 を含 む)20名(6.7%)、

　 そ の 他5名(1.7%)、 主 婦99名(33.1%)で あ っ た 。

　 主 婦 の うち 、 家 族 従 業 者 と回 答 した もの が26名(主 婦

　 と回 答 した 内 の26.3%)で あ っ た 。 子 ど もの 数 は1～

　 5人 の 範 囲 で あ り、 平 均1.99人 で あ っ た 。 家 族 形 態 は

　 核 家 族 が145名(27.1%)、 拡 大 家 族 が391名(72.9%)

　 で あ っ た 。

　 2.尺 度 の 信 頼 性

　 3つ の 尺 度 各 々 のCronbachの α係 数 は 、 尺 度 全 体 で

『自己 効 力 感 』 が0.83、 『家 族 機 能 』 が0.93、 『QOL』 が

0。90で あ っ た。

3.養 育期にある家族の 『自己効力感』、『家族機能』、

　　『QOL』

1)回 答者全体(表2)

　　回答者全体 で の 『自己効 力感』、『家族機 能』、

　 『QOL』 の下位尺度の値 は表2に 示す とお りであっ

　た。 『自己効力感』の中では 「能力の社会的位置づ
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表1　 対 象 者 の 属 性

n=536　 父親=237(44.2%) 母 親=299(55.8%)

項 目

父親の年齢

母親の年齢

家族形態

子 どもの数

父親の職業

母親の職業

核家族

拡大家族

1人

2人 以上

会社員

公務員等

自営業

そ の他

会社員

公務員等

パ一トタイム

自営業

その他

主婦

主婦 の うち、家族従 業者

人数(%) 平均値

145名(27.1%)

391名 　　(72.9%)

168名 　　(31.3%)

368名 　　(68.7%)

121名(51.1%)

46名 　　(19.4%)

48名(20.2%)

22名 　　(9.3%)

62名 　　(20.7%)

21名 　　(7.0%)

92名 　　(30.8%)

20名(6.7%)

5名 　(1.7%)

99名 　　(33.1%)

35.9歳(SD=±5.71)

33.3歳 　(SD=±5.12)

1. 99人

26名(主 婦 と答 え た もの の うち26.3%)

表2　 『自 己効 力 感 』、 『家 族 機 能 』、 『QOL』 の下位尺度の値く回答者全体〉

平均値(±SD)

自己効力感

家族機能

QOL

(n)

(n)

(n)

行動の積極性　　失敗に対する不安　　能力の社会的位置づけ

(535) (533) (534)

2.69

(+0.60)

2.65

(±0.60)

2.22

(±0.57)

コミュニ ケー シ ョン 絆

(523)

役割分担　　規範

(526)　 　　(525) (530)

2.83

(±0.64)

3.01 2.85 2.88

(±0.65)　 　 (±0.67)　 　 (±0.67)

家族関係　　収入　　友人関係　　仕事環境　健康

(527)

居住環境　　余暇時間　　幸福

(531)　 　　 (534)　 　　　(528)　　　　(535)　 　　 (535)　 　　　(533)　 　　　(535)

3.12 1.56　 　　　3.23

(±0.69)　 (±0.59)　 (±0.69)

2.78 2.99　 　　　2.48　 　　　2.46 3.09

(±0.56)　 　(±0.70)　 　(±0.77)　 　(±0.77)　 　　(±0.62)

け」が低値であったが、他の2つ の下位尺度項 目は

やや高い値であった。『家族機能』の4項 目において

はすべてが高値 を示 し、中で も 「絆」は3．01と 高い

値であった。『QOL』 に関しては 「収入」が全下位

尺度の中で最低値を示 したが、「友人関係」「家族関

係」「幸福感」の3項 目では3.0以 上の高値であった。
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2)性 別の比較(表3)

　父親 と母親で下位尺度 を比較 した結果を表3に 示

した。『自己効力感』の下位尺度全てにおいて、また

『家族機能』における「絆」「コミュニケーシ ョン」「役

割 分 担」にお い て 父親 が有 意 に高 値 を示 した

(p<0.01)。 『QOL』 では、「家族関係」「余暇時間」

において父親が有意に高 く(p<0.01)、 「友人関係」は

母親が有意に高かった(p<0.01)。 父母間で有意差

を認めた 『QOL』 の下位尺度では、父親は 「家族関

係」3.23、次いで「友人関係」3.16の順で高値 を示 し、

母親では「友人関係」3.29次いで「家族関係」3.03の順

であった。「幸福感」「健康」「仕事環境」では父母間

に有意差はみられなかった。

表3　 『自己効力感』、 『家族機能』、　『QOL』 の下位尺度の値<父 母別>

平均値

(±SD)

自己効力感

家族機能

QOL

(父n)

(母n)

父

母

(父n)

(母n)

父

母

(父n)

(母n)

父

母

行動の積極性　　失敗に対する不安　　能力の社会的位置づけ

(237)

(298)

(235)

(298)

(236)

（29 8)

2.77

(±0.59)

2.62

(±0.59)

2.76

(±0.57)

2.56

(±0.60)

2.38

(±0.59)

2.10

(±0.52)

コミュニケーション　絆

　 　(232)　　　 　　(229)

(291) (297)

役割分担

(230)

(295)

規範(236)

(294)

2.95

(±0.57)

2.74

(±0.67)

3.11

(±0.62)

2.94

(±0.67)

2.97

(±0.61)

2.76

(+0.71)

2.91

(±0.54)

2.86

(±0.49)

家族関係　　収入

(234)　　 (237)

(293) (294)

友人関係(236)

(298)

仕事環境

(235)

(293)

健康

(236)(299)

居住環境

(237)

(298)

2.57

余暇時間　　 幸福感

　(236)　　　　(237)

(297)

2.59

(298)

3.23

(±0.62)

3.03

(±0.72)

1.67

(±0.61)

1,47

(+0.56)

3.16

(±0.74)

3.29

(±0.65)

2.79

(±0.56)

2.77

(±0.57)

3.03

(±0.65)

2.96

(±0.73)

(±0.74)

2.41

(±0.79)

(±0.69)

2.35

(±0.81)

3.15

(士0.54)

3.05

(±0.68)

*p<0.01　 　**p<0.05

－383－



3)家 族形態別での比較(表4)

　　核家族 と拡大家族で下位尺度 を比較 した結果を表

　4に 示 した。核家族 と拡大家族では 『自己効力感』

の 「行動の積極性」、『家族機能』の 「絆」「コミュニ

ケーション」および 『QOL』 の 「家族関係」以上の

下位尺度4項 目において核家族が有意に高値を示 し

た(p<0.01)Q

表4　 『自己効力感』『家族機能』 『QOL』 の下位尺度の値く家族形態別〉

平均値

(±SD)

自己効力感

家族機能

QOL

(核家族n)

(拡大家族n)

核家族

拡大家族

(核家族n)

(拡大家族n)

嚇

騰

(核家 族n)

(拡大家族n)

核家族

拡大家族

行動の積極性　　失敗に対する不安　　能力の社会的位置づけ

(145)(390) (144)

(389)

(144)(390)

2.77

(±0.53)

2.66

(±0.62)

2.67

(±0.59)

2.64

(±0.60)

　 2.28

(±0.53)

　 2.20

(±0.59)

コミュニケ ーシ ョン 絆

(142)　　 　　 (140)

(381)　　　　 (386)

役割分担

(1〈42)(383)

規範

(142)

(388)

3.06

(±0.52)

2.75

(±0.66)

3.16

(±0.60)

2.96

(±0．67)

2.85

(±0.70)

2.86

(±0.66)

　 2.88

(±0.51)

　 2.89

(±0.52)

家族関係　 収入　友人関係　仕事環境 健康　　居住環境　 余暇時間　　幸福感

(140)

(387)

(141)　 (145)

(387)　 　 (389)

(14り　 　 (145)

(383)　 　(390)

(145)(390)(143)　　　 　(144)

(390)　 　 　　(391)

3.30

(±0.58)

3.06

(±0.71)

*　 1.52　 　　 3.20　 　　　2.84

(±0。59)(±0.69)　 (±0.55)

　　1.57　 　　3.25　 　　　2.76

(±0.58)　 　(±0.69)(±0.57)

2．94　 　　　　2.45

(±0.71)　 (±0.80)

　 3.01　 　　　2.49

(±0.69)　 　(±0,76)

2.47　 　　　　 3.16

(±0.82)　 　　(±0,59)

2.48　 　　　　　3.07

(±0.75)　 　　(±0.63)

*p<0.01
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4)地 区別での比較(表5)

　　A町 内のC,D,E　 3つ の地区別で下位尺度を比

較 した結果を表5に 示 した。A町 内の3つ の地区の

中では、C地 区が 『家族機能』の 「コミュニケーショ

ン」(p<0.01)お よ び 『QOL』 の 「家 族 関 係 」(p<0.05)

に お い て 他 の2つ の 地 区 よ り も有 意 に 高 値 を示 し

た 。

表5　 『自己効力感』『家族機能』 『QOL』 の下位尺度の値〈地区別〉

平均値

(±SD)

自己効力感

家族機能

QOL

(C地区n)

(D地 区n)

(E地 区n)

C地 区

D地 区

E地 区

(C地 区n)

(D地区n)

(E地 区n)

C地 区

D地 区

E地 区

(C地 区n)

(D地区n)

(E地区n)

C地 区

D地 区

E地 区

行動の積極性　 失敗に対する不安　 能力の社会的位置づけ

(234)(167)

(134)

(233)(166)

(134)

(232)(167)

(135)

2.74

(±0.59)

2.63

(±0.61)

2.67

(±0.57)

2.65

(±0.62)

2,60

(±0.58)

2.71

(+0.57)

2.25

(±0.59)

2.18

(+0.57)

2.22

(±0.53)

コミュニケーション　 絆　　　 役割分担　　　規範

(229)　 　 　(227)

(161)　 　 　 　 (165)

(133)　 　 　 　 (134)

(230)(162)

(133)

(231)

(166)

(133)

2.93

(±0.58)

2.75

(±0.65)

2.77

(±0.69)

　　3.06

(±0.62)

　　2.98

(±0.66)

　　2.96

(±0.70)

　 2.82

(±0.68)

　 2.88

(±0.67)

　 2.87

(±0.67)

　 2.90

(±0.53)

　 2.86

　 (±0.48)

　 2.89

　 (±0.54)

家族関係　　収入　　友人関係　 仕事環境　　健康

(230)(164)

(133)

(232)

(167)

(132)

　　 1.56

(±0.60)

(233)

(166)

(135)

(233)(162)

(133)

3.22

(±0.64)

3.03

(±0.73)

3.08

(±0.69)

1.59

(±0.56)

　 1.52

(±0,58)

　　3.19

(±0.72)

　　3.25

(±0.67)

　　3.29

(±0.67)

　　2.83

(±0.59)

　　 2.75

　 (+0.51)

　　 2.73

　 (±0.59)

(233)(167)

(135)

2.98

(±0.70)

　 3.01

(±0.68)

　 3,00

(±0.71)

居住環境　余暇時間　 幸福感

(234)(166)

(135)

　　2.45

(±0.80)

　　2.49

(±0.76)

　　2.44

(±0.77)

(232)(166)

(135)

　　2.47

(±0.82)

　　 2.48

(+0.79)

　　 2.41

(±0.75)

(233)(167)

(135)

　 3.16

(+0.59)

　 3.07

(+0.63)

　 3.03

(+0.63)

* p<0.01　 　**p<0.05

5)子 どもの数別

　 子 どもが1人 の家族と子 どもが2人 以上の家族と

の問では有意差はみられなかった。

6)収 入別

　　収 入 の 質 問 項 目 に対 す る 有 効 回 答 は302名

　 (56.3%)と 低かった。世帯の収入分布において所
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得が低い方か ら約35%以 内の ものを低所得群、それ

以外 を標準所得群 として回答者全体 と家族形態別

(核家族、拡大家族)に おいて2群 の比較を行った。

　回答者全体での比較では、標準所得群が 『QOL』

の 「幸福感」「居住環境」において有意に高値 を示

し、「家族関係」 も高かった(p<0.05)。 「収入」に

関 しては両群 とも低値であったが、標準所得群が有

意に高値 を示 した(p<0.01)。 『自己効力感』、『家族

機能』では有意差はほとんどみられなかった。

　核家族における収入別の比較では、標準所得群が

『自己効力感』の 「失敗に対する不安」、『家族機能』

の 「絆」「役割分担」、『QOL』 の 「仕事環境」で有

意に高値を示 した(p<0.05)。 低所得群は 『QOL』

のなかで 「居住環境」2.18(p<0.05)、 「収入」1.38

(p<0.Ol)と 極めて低値であった。

　拡大家族 における収入別の比較では4項 目で有意

差 を認 め、うち2項 目は僅 かな差 であ ったが、

『QOL』の「収入」と(P<0.01)、 「友人関係」(P<0.05)

において標準所得群が有意に高値であった。

Ⅵ.考 察

　本研究における家族は、父親の平均年齢35.9歳 、母親

の平均年齢33.3歳 、1世 帯あた りの平均児童数1.99人 で

あ り、全国の児童のいる世帯の1世 帯あた りの平均児童

数1.73人16)と 比較 して子 どもの多い、若い両親の集団で

あるといえる。家族形態については、親族世帯 に占める

核家族世帯の割合は全 国平均81.2%17)、A町 全体では52.

4%18)で あり、本研究における核家族世帯の割合26.9%

は全国平均 と逆転の様相を呈 し、A町 全体 と比べて も拡

大家族が多い集団からのデータといえる。本研究対象の

A町 内DとE地 区において拡大家族が90%前 後であ り、

本研究対象は拡大家族の割合が高い集団といえる。以上

のことから、本研究対象は、両親が若 く、拡大家族が多

く、世帯あた りの子 どもの人数の多い養育期にある集団

であった。

　以上のような集団のデータであることを踏まえ、本研

究の結果から、A町 に住んでいる養育期にある家族の『家

族機能』、『QOL』、『自己効力感』は全て高いことが判明

し、その理由としては、養育期 に新 しい家族関係 を形成

し発達課題 を乗 り越えるために必要 とされる家族の凝集

力が本研究対象においては強いことが推測された。その

ため、子育てや新 しい家族メンバーを含めて家族生活を

楽 しむことがで き、QOLも 高い結果 となったことが考え

られた。本研究対象は拡大家族の多い集団であったが、

『家族機能』 『QOL』 『自己効力感』のどの項 目において

も拡大家族 よりも核家族の方が有意に高値を示 した下位

尺度が多かった結果から、拡大家族であることが家族機

能を高める理由にはならないことが示唆されている。

以下、『家族機能』 『QOL』 『自己効力感』の各項 目別に、

養育期の家族への看護介入の方向性 を含めて考察 してい

く。

1.家 族機能について

　本研究において、『家族機能』は全体 として高値 であり、

下位尺度の中で最 も高い ものは、「絆」3.01で 「3:や や

そう思 う」を超 えてお り、家族が「絆」という情緒的な機

能で結ばれていることが明らかになった。Friedman　19)の

定義に述べ られているように、A町 の家族はその人間関

係が強い情緒的絆で結ばれている。近代社会における家

族は、家族機能の中でも情緒的機能が強調 されている20)

ということからも、 この家族機能尺度の妥当性が立証 さ

れた。また、「規範」「役割分担」「コミュニケーション」

の3つ の下位尺度 も2.83～2.88で あ り、他の家族機能 も

高いことが明らかになった。

　家族機能とは、家族 という集団が社会の存続のために

果たさなければな らない様 々な活動であ り、家族 メン

バーの要求をも充足する活動である。本研究における下

位尺度「コミュニケーシ ョン」「絆」「役割分担」「規範」は、

家族が家庭生活を維持 してい くために必要な ものであ

り、先行研究21)における家族機能モデルにおいてもその

重要性は証明されている。

　 しかし、父親 と比較 して母親の 『家族機能』が低いこ

とか ら、母親への家族支援の必要性 も示唆される。本研

究の ように、拡大家族の多い、農業 を主とした自営業の

多い地域 においては、小 さな子 どもを育てている母親は

家事労働の大事なメ ンバーで もあり、母親に過重な負担

がかけられていることが推測される。「役割分担」につい

て、父親の方が母親よりも有意に高かった結果から、父

母間で家庭内における役割分担の捉え方にギャップがあ

ることが示 されていた。つまり、父親は家庭での役割分

担ができているととらえているが、母親は父親ほど役割

分担がで きているとは とらえていない ことが考 えられ

た。現代の養育期にある家族で問題視 される母親の育児

不安については多 くの研究がなされてお り、夫の家事 ・

育児参加の低 さや妻への情緒的サポー トの低 さが妻たち

の育児不安や育児ス トレスなどネガティブな心理状態に

つながる22)23)ことが指摘 されている。 しか し、 日本 にお

いては他 国と比べ て父親の育児 ・家庭参加 は極めて低

く24)25)、その支援のあ りかたについては早急に考えること

が必要である。社会が家族 に及ぼす影響の大 きさについ

ては周知のことではあるが、深刻化する少子化の背景の

下に、“子 どもとは何か”、“子育てとは”という疑問、さ

らに子 どもを含む家族の問題がクローズアップされてき

ている。McCubbinは 、「望ましい家族システムとは、多
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彩な対処行動 をとることができることである」26)と述べ

ているが、我が国の文化背景においては、社会の中で多

様性を発揮す るには難 しい状況 にある。子育てにおいて

「世間」 という目に見えない不思議な 「場」が私たちを

取 り巻 き、それに従ってあまり目立たないように、波風

を立てないように生 きていることを指摘する研究者 もい

る27)。現代の家族や子育てにあった看護支援 を提供する

には、家族機能の情緒的な側面を中心 に評価することが、

私たち看護師にとって重要な課題である。家族機能は家

族の発達段階 によっても異なり、家族ライフサイクルの

観点からみても、養育期 にある家族への援助はますます

必要とされ、看護支援における一側面 として増大化 して

きている。そのため、本研究のような家族機能を多面的

に測定できる尺度の開発が必要 とされている。

2.QOLに ついて

　本研究において、『QOL』 の下位尺度の中で、「友人関

係」3.23、 「家族関係」3.12、「幸福感」3.09と 「3:や や

そ う思 う」を超えてお り、この3つ の下位尺度が家族の

QOLの 中で も大 きな影響 を与えていることが明らか に

なった。その中でも 「家族関係」を抜いて 「友人関係」

が トップであることは現代の家族の様相を呈 していると

思われ、本研究のような若い世代の父親、母親にとって

友人関係が非常 に重要 であることを示 した結果であっ

た。逆に、最 も低かった下位尺度は 「収入」1.56で あ り、

この地域の家族が収入に関 しては満足 していないことが

伺えた。A町 は農業主体の地域であり、A町 の町民一人

当た りの平均所得 は188.3万 円と、国民一人あた りの平均

所得310.1万 円28)と比較 しても少ない。このような地域特

性を反映 して低値 を示 した もの と推測できる。

　 さらに、母親の 「友人関係」が父親 と比較 して高いこ

とから、子育てをしている養育期の母親は、友人 を求め

てお り、父親では 「友人関係」よりも「家族関係」が高かっ

た結果と比較 して興味深い ものであった。A町 担当保健

師によると、若い世代の祖父母の中には 「昔 と違 うか ら

若い親達に教 えられない」 というものもお り、農村地域

の拡大家族のなかで、若い母親にとって同居する祖父母

がサポー トになりえていないことも伺える。そのため、

自分と同じように子育てをしている友人が、子育てや家

族に関することなど気がねな く相談することのできる大

切な存在であ り、サポー トとなっていることが推測され

た。また、母親または妻 としての役割 よりも一人の個人

としての役割を重視する既婚女性が増えている29)30)こと

から、「個人としての私」としての関わ りがで きるという

視点か らも母親にとって友人関係の重要性が示唆された

と考える。これ らのことか ら、養育期の母親のQOLを

高めるために友人の存在が特 に重要であ り、看護支援に

おいても友人関係 に視点 を当ててアセスメントし、必要

に応 じて友人作 りの場 としての母子保健活動の紹介ある

いは実施 といった看護支援 をしてい く必要性があるとい

える。

　家族形態別の比較においては、核家族の 「行動の積極

性」「コミュニケーシ ョン」「絆」「家族関係」が高値で

あった。このことは、核家族における家族機能として、

家族内でコミュニケーシ ョンをとり家族関係 を深める、

また積極的に行動することにより絆 を深めることができ

るこ とが示唆 されている ことが考 えられた。 コミュニ

ケーションは人間の関係性 を築 くための基本であ り、コ

ミュニケーションを促すことが家族機能を高めてい く一

助 となると考える。核家族に比べて拡大家族の方が家族

メンバーの多さ、多世代間でのコミュニケーシ ョンの難

しさがあり、密なコミュニケーションが困難であ り、そ

れゆえ家族内での問題解決 も困難であることが考えられ

る。このような家族形態によるコミュニケーシ ョンの違

いも考慮 した上で、今後、家族機能を高めてい くために、

コミュニケーションの促 し方など看護支援についてはさ

らに考えていきたい。

3.自 己効力感

　本研究において 『自己効力感』の下位尺度の中で最 も

高いものは、「行動の積極性」2.69、次いで「失敗に対する

不安」2.65であった。この3つ の下位尺度の値は他のグ

ループと比較 して も高 く、子育てを行 っている家族の 自

信の現われと評価できた。Bandura31)は 、自己効力の理

解についてセルフエ フィカシー(あ る行動を実行で きる

自信が どの くらいあるか)が 重要であると述べている。

前述のように、子育ては子 どもを育てるという楽 しい時

期であると同時に負担やス トレスを感 じることも多い。

育児 に対す る否定的感情認知が高い と自己効力感が低

い、という研究結果32)もあ り、本研究の対象者である父

親、母親においては育児に対する否定的感情は低 く、子

育てを楽 しんでいることが推測 された。特に、3つ の下

位尺度の中で も 「行動の積極性」が高 く、今後さらに望

ましい行動変容 を導 くためにもこの 『自己効力感』尺度

の変化 をみることの重要性が示唆 された。

　一方、自己効力感の下位尺度3項 目すべてにおいて父

親の方が高い値であった。親 としての自信 に関する調

査謝では、母親が自己批判 ともとれる厳 しい自己評価を

するのに対 して、実際に子育てをしていない父親の方が

自分はよい親だと自信 を表明 してお り、育児体験がない

ことはかえって楽観的にさせるようだと述べている。本

研究では働いている母親が73.6%と 多 く、母親の方が「余

暇時間」が有意に低かった結果か らも、母親は仕事や家

事、育児 と果たすべ き役割が父親よりも多 く、家事 ・育
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児 に否定的感情をもつことが影響 して父親よりも低いの

ではないかと推測 される。ソーシャルサポー トを認知 し

ているほど自己効力感が高 く、育児に対する否定的感情

認知が低いという報告34)もある。このような養育期にあ

る母親に対 しては、より自己効力感が高められるように、

身近に社会的サポー トがあることを実感 させ、ひいては

育児不安を軽減させ ることができるような支援が必要で

あるといえる。本研究の対象地域の ように、拡大家族の

多い農村地域 においては住宅が密集 してお らず、友人宅

まで遠いことや仕事 と家事 との両立で時間的な余裕がな

いこと、祖父母 との暮らしのなかでの気兼ねがあること

などか ら、なかなか友人とも会えない状況が推測される。

E地 域はA町 の中心からはずれた場所にあ り、自営業で

農業が多 く、そのなかで も手のかかる果樹栽培が盛んな

地域であ り、さらに母親の家族従事者の割合が16%と 、

C,D地 区の10%前 後 と比較 しても多いことから、若い

母親が働 き手 としての役割 を期待 されてお り、特に前述

した状況が顕著であることが考えられる。E地 区担当の

保健師によると、町の保健事業が行われるのはいつ もA

町の中心であることか ら、E地 区のような特性 をもつ地

域に住む母親は地域の事業 にも参加 しづ らいことが考え

られた。そのため、今後そのような地区に近い場所にお

いても母子保健活動を行 う必要性が示唆されていた。

Ⅶ.研 究の限界

　本研究においては、東北地方の一地域 において、独 自

の尺度を用いて家族機能を測定 してお り、今後は、尺度

の汎用化 を図る上でも、他の地域や養育期以外の家族な

どへ対象を拡大 してい くことが必要であるといえる。 ま

た、本研究は健康児の養育期の家族機能の特徴 をとらえ

たものである。今後は、より多 くの問題 に直面 し、その

解決のために家族看護介入が必要である病児やNICU長

期入院児の家族の家族機能の特徴 を研究 していく必要が

ある。本研究は、その基礎研究とし、家族看護介入 を検

討 してい く一助 とすることができると考える。

Ⅷ

.結 論

1.A町 の養育期にある家族は、家族機能、自己効力感、

　　QOLす べて高 く、特 に家族機能においては 「絆」と

　　いう情緒的機能が強いことが明らかになった。

2.A町 の養育期 にある家族は養育期 に必要 とされる家

　　族凝集力が強 く、コミュニケーシ ョンが密 にとれて

　　いることか ら、子育てや新 しい家族メンバーを含め

　　て家族生活 を楽 しむことができてお り、その結果、

　　家族機能、自己効力感、QOLい ずれの項 目も高いと

　　推測 された。

3.父 親 と母親 とを比較 し、父親 と比較 して母親の方が

自己効力感、家族機能ともに有意に低値であ り、地

域の特性や家族形態が影響 して母親の負担が大 きい

ことが推測 された。今後、身近な地域において友人

を作 る場を増やすなど友人関係 を広げてい く必要性

が示 され、養育期にある家族の家族機能の特徴およ

び看護支援の方向性が示唆 された。

　　　　　　　　　　 (受理日:平 成17年10月28日)
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